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。



衆
議
院
議
員
井
坂
信
彦
君
提
出
消
費
増
税
延
期
に
伴
う
国
民
の
痛
み
、
政
府
の
痛
み
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
の
（
一
）
に
つ
い
て

社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法

律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
八
号
）
及
び
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た

め
の
地
方
税
法
及
び
地
方
交
付
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
九
号
）
（
以
下
「
税
制
抜
本

改
革
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
七
年
十
月
一
日
に
消
費
税
率
（
国
・
地
方
）
が
八
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら

十
パ
ー
セ
ン
ト
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
増
加
す
る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
収
入
の
合
計
額
は
、
一
定
の
前

提
を
置
い
て
機
械
的
に
試
算
す
る
と
、平
成
二
十
七
年
度
に
お
い
て
一
・
五
兆
円
程
度
に
な
る
と
見
込
ん
だ
と
こ
ろ
で
あ
り
、

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
同
額
程
度
に
な
る
と
考
え
て
い
る
。

一
の
（
二
）
及
び
（
三
）
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
金
額
の
試
算
に
つ
い
て
は
、
行
っ
て
い
な
い
。
な
お
、
平
成
二
十
七
年
度
の
一
般
会
計
税
収
に
つ
い
て
は
、
今

後
、
予
算
編
成
過
程
で
見
積
も
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

一
の
（
四
）
、
二
の
（
三
）
及
び
三
の
（
二
）
に
つ
い
て

一



平
成
二
十
七
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、
現
在
予
算
編
成
作
業
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
お
尋
ね
に
つ
い
て
お
答
え

す
る
こ
と
は
差
し
控
え
た
い
。

二
の
（
一
）
に
つ
い
て

平
成
二
十
七
年
度
に
お
い
て
御
指
摘
の
社
会
保
障
の
充
実
に
向
け
る
予
定
の
金
額
は
、
一
定
の
前
提
を
置
い
て
機
械
的
に

試
算
す
る
と
、
税
制
抜
本
改
革
法
の
規
定
に
よ
り
消
費
税
率
（
国
・
地
方
）
が
十
パ
ー
セ
ン
ト
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
場
合
に

は
一
・
八
兆
円
強
で
あ
り
、
消
費
税
率
（
国
・
地
方
）
が
八
パ
ー
セ
ン
ト
の
場
合
に
は
一
・
三
五
兆
円
程
度
で
あ
る
と
見
込

ん
だ
と
こ
ろ
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
二
つ
の
場
合
の
金
額
の
差
は
五
千
億
円
弱
と
な
る
。

二
の
（
二
）
に
つ
い
て

公
的
年
金
制
度
に
関
し
て
、
消
費
税
率
（
国
・
地
方
）
が
十
パ
ー
セ
ン
ト
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
増
加
す
る

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
収
入
を
財
源
に
充
て
る
社
会
保
障
の
充
実
と
し
て
、
公
的
年
金
制
度
の
財
政
基
盤
及
び
最
低
保

障
機
能
の
強
化
等
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
二
号
。
以
下
「
年
金

機
能
強
化
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
る
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
資
格
期
間
の
短
縮
並
び
に
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の

支
給
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
百
二
号
。
以
下
「
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ

二



る
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
及
び
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
、
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
並
び
に
遺

族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
が
予
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図

る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の

施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
当
該
規
定
の
施
行
の
日
が
延
期
さ
れ
る
場
合
に
は
、
年
金
機

能
強
化
法
及
び
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
法
の
規
定
上
、
こ
れ
ら
の
施
行
も
延
期
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

三
の
（
一
）
に
つ
い
て

「
予
算
編
成
の
基
本
方
針
」
は
、
経
済
財
政
の
現
状
を
踏
ま
え
た
上
で
、
次
年
度
の
予
算
編
成
の
基
本
的
な
考
え
方
を
示

す
も
の
で
あ
り
、
同
方
針
に
お
け
る
各
事
項
の
記
述
の
順
番
で
優
先
順
位
を
示
す
も
の
で
は
な
い
。

三


